
a b c d e f g h i ｊ

1 IT社会化推進

2
経済財政政策 経済財政

政策全般
公共サー
ビス改革

その他

3
共生社会政策 男女共同

参画社会
青少年育
成

食育推進 高齢社会
対策

少子化対
策

障害者施
策

犯罪被害
者等施策

自殺対策 バリアフ
リー化推
進

その他

4
国民生活の安
全・安心の確保

消費者行
政

NPO行政 個人情報
保護

公益通報
者保護

交通安全
対策

食品健康
影響評価

災害対策 その他

5
地方分権改革等 地方分権

改革
地域活性
化

その他

6 選挙、政党
7 独立行政法人等
8 国家公務員

9

行政手続 事前手続 行政救済 情報公開・
行政機関
等個人情
報保護

その他

10 統計
11 地方自治

12
地方財政、地方
税

13 司法

14
民事 民事法 商事法 登記 民事手続

法
その他

15 刑事 刑事法 刑事訴訟 矯正保護 その他

16
警察 生活安全

警察
刑事警察 交通警察 その他

17 消防
18 国土開発
19 土地

20
都市計画 都市計画 首都圏等

整備、新
都市建設

都市公園 その他

21 道路 道路整備 有料道路 その他
22 河川 河川 ダム 運河 その他

24 財務

25
国有財産 不動産、動

産
国有林野 その他

26

国税 国税通則、
国税徴収、
租税特別
措置

所得税 法人税 相続税、
贈与税、
地価税

消費税 酒税、た
ばこ税

揮発油
税、自動
車重量税

印紙税、
登録免許
税

関税、と
ん税

その他

27 国債
28 教育
29 文化

行政分野別分類

番号 大分類
小分類

23

（別紙２）

建築、住宅 建築基準 建築士 住宅、宅
地

不動産取
引、建設

業

その他



30

産業一般 企業合理
化、企業再
建

産業再
生、基盤
整備

独占禁
止、公正
取引

中小企業
対策

商工会議
所、商工
会

科学技術
振興

知的財産 計量 その他

31
農業 近代化促

進
農地 農産物 肥料、農

薬、防疫
災害補償 農業協同

組合
畜産 その他

32 林業 森林 林産物 災害補償 その他

33
水産業 漁業 水産業協

同組合
漁船、漁
港

水産業振
興

水産物 災害補償 その他

34
鉱業 鉱山保安 採石、砂

利採取
その他

35

工業 エネル
ギー、資源

火薬類 ガス保安 電気事
業、ガス事
業、熱供
給

原子力 その他

36 商業

37 金融、保険 銀行 証券 保険 その他

38 外国為替、貿易 外国為替 外資 貿易 その他

39
陸運 鉄道、軌道 道路運送 自動車損

害賠償保
障

その他

40
海運 船舶 船員 運航 港湾 海上保安 海難審判 その他

41 航空
42 貨物運送
43 観光
44 郵務

45

電気通信 電気通信、
有線電気
通信、情報
通信

電波 放送 その他

46
労働 労働組合、

労働関係
調整

労働基準 安全衛生 職業安定 労働保険 職業訓練 その他

47

環境保全 環境保全、
自然保護

公害対
策、被害
者救済、
紛争処理

その他

48
厚生 保健、健康 食品衛生 予防検疫 環境衛生 医事 薬事 その他

49

社会福祉 福祉事業、
生活保護

児童福祉 母子福祉 老人福
祉、介護
保険

心身障害
者福祉

援護 その他

50

社会保険 健康保険、
国民健康
保険

船員保険 国民年
金、厚生
年金保険
等

その他

51 防衛
52 外事
53 その他


